
　

日
本
共
産
党
が
提
案
し
た
２
本
の

意
見
書
で
す
。自
民
党
、公
明
党
は
反

対
し
ま
し
た
。

 「
最
低
賃
金
引
上
げ
と

　
中
小
企
業
支
援
を
求
め
る

　
　
　
　
　
　
　
　
意
見
書
」

　

富
山
と
東
京
の
生
活
費
は
大
差
な

い
の
に
、最
低
賃
金
は
東
京
都
１
，０

１
３
円（
時
給
）、
富
山
県
は
８
４
８

円
で
す
。中
小
企
業
に
支
援
し
な
が

ら
、最
低
賃
金
引
き
上
げ
と
、地
域
間

格
差
の
解
消
を
求
め
ま
し
た
。

 「
自
家
増
殖
を
原
則
禁
止
す
る

　  

種
苗
法
改
正
に
つ
い
て
の

　
　
　
　
　
　
　
　 

意
見
書
」

　

政
府
が
今
国
会
に
提
出
予
定
の
種

苗
法
改
正
案
。自
由
に
行
わ
れ
て
い

た
農
家
の
種
取
り
の
う
ち
、
登
録
品

種
に
つ
い
て
は「
許
諾
性
」に
す
る
内

容
で
す
。種
の
生
産
を
企
業
利
益
の

対
象
に
し
よ
う
と

す
る
も
の
で
、
県

議
会
に
も
反
対
の

請
願
が
寄
せ
ら
れ

ま
し
た
。

　

３
月
13
日
の
予
算
特
別
委
員
会
で
ひ
づ
め
県
議
は
、①
新
型
コ
ロ
ナ
対
策
、②

ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
へ
の
課
題
と
と
も
に
、③「
地
方
創
生
」
と
地
域
循
環
型
経
済
に

つ
い
て
取
り
上
げ
ま
し
た
。

　

ひ
づ
め
県
議
は
２
回
の
常
任
委
員
会
で
、①
Ｊ
Ｒ
西
日
本
に
よ
る
、あ
い
の
風

と
や
ま
鉄
道
と
の
乗
り
継
ぎ
廃
止
、②
氷
見
線
・
城
端
線
の
Ｌ
Ｒ
Ｔ
化
、③
冷
川

の
新
た
な
治
水
対
策
、④
県
営
住
宅
の
入
居
者
負
担
の
軽
減―

に
つ
い
て
質
問

し
ま
し
た
。

 

「
と
や
ま
未
来
創
生
戦
略
」の

　
　
　
　

５
年
間
を
振
り
返
っ
て

　

国
の
「
地
方
創
生
戦
略
」
に
も
と
づ
い

て
、
県
が
計
画
を
策
定
し
５
年
が
経
過
し

ま
し
た
。新
幹
線
開
業
効
果
や
外
国
人
観

光
客
の
増
大
な
ど
が
あ
る
も
の
の
、
人
口

減
少
や
地
域
活
力
低
下
な
ど
に
歯
止
め
は

か
か
り
ま
せ
ん
。一
方
で
、
中
小
企
業
や
農

林
水
産
業
の
力
を
引
き
出
し
、
利
益
を
地

域
に
還
元
す
る「
地
域
循
環
型
経
済
」の
探

求
が
全
国
に
広
が
っ
て
い
ま
す
。

　
　

家
族
事
業
主

　
　
　
　

10
年
間
で
32
％
減
少

　

中
小
零
細
企
業
や
家
族
農
業
は
、
地
域

の
貴
重
な
宝
で
す
。し
か
し
、
総
務
省
の
就

業
構
造
基
本
調
査
に
よ
れ
ば
、
県
内
の
家

族
事
業
主
の
減
少
率
32
％
は
全
国
１
位
で

す（
別
表
）。ひ
づ
め
県
議
の
指
摘
を
、
石
井

知
事
も

認
め
ま

し
た
。
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観
光
業
に
お
け
る

  　
「
地
元
調
達
率
」を
重
視
し
て

　

地
域
の
産
業
を
元
気
に
す
る
こ
と
が
大

切
で
す
。２
０
１
５
年
の
観
光
庁
調
査
に

よ
れ
ば
、
観
光
事
業
所
の
地
元
市
町
村
で

の
食
材
や
サ
ー
ビ
ス
の
調
達
率
は
、
全
国

平
均
で
19
・
４
％
。富
山
市
26
％
、
金
沢
市

47
・
２
％
に
対
し
、
高
山
市
は
73
％
に
の
ぼ

り
ま
す
。注
目
す
べ
き
高
さ
で
す
。

　

観
光
交
通
振
興
局
長
も
「
新
観
光
プ
ラ

ン
の
な
か
で
検
討
し
た
い
」
と
答
弁
し
ま

し
た
。

 　

学
校
給
食
に
お
け
る

　
　
　
　
　
　
「
地
産
地
消
」を

　

学
校
給
食
に
お
け
る
地
産
地
消
も
大
切

で
す
。

　

２
０
１
８
年
度
の
地
元
産
の
野
菜
・
果

物
の
活
用
は
４
６
１
ト
ン
に
と
ど
ま
り
、

４
年
連
続
で
減
少
。一
方
、
滑
川
市
で
は
、

昨
年
12
月
時
点
で
、
市
内
産
割
合
が
過
去

最
高
の
65
％
に
な
り
ま
し
た
。専
門
職
員

を
配
置
し
、
学
校
給
食
用
食
材
を
栽
培
す

る
農
家
の
意
欲
が
広
が
っ
て
い
ま
す
。教

訓
を
広
げ
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

  

豚
熱（
豚
コ
レ
ラ
）対
策
な
ど

　
　

県
内
畜
産
農
家
へ
の
支
援
を

　

豚
熱
の
感

染
拡
大
で
、

県
内
で
も
畜

産
農
家
の
離

農
が
続
い
て

い
ま
す
。ひ

づ
め
県
議

は
、
ワ
ク
チ

ン
接
種
な
ど

豚
熱
対
策
費

用
に
対
す
る
支
援
、県
産
豚
肉
の
学
校
給

食
へ
の
使
用
拡
大
な
ど
、県
か
ら
の
支
援

を
要
望
し
ま
し
た
。

　

中
小
企
業
へ
の
発
注
率

　
　
　

富
山
県
は
北
陸
で
最
低

　

県
の
県
内
中
小

企
業
へ
の
発
注
率

は
、
２
０
１
８
年

度
は
66
・
５
％
で

す
。福
井
県
90
・
４

％
、石
川
県
86
・
４

％
と
比
べ
て
も
、

少
な
く
な
っ
て
い

ま
す
。工
事
の
発

注
は
88
％
で
す

が
、
物
件
調
達
は

46
％
、
役
務
調
達

は
38
・
４
％
と
な

っ
て
い
ま
す
。

　

商
工
労
働
部
長

か
ら
も
「
努
力
し

た
い
」
と
答
弁
が

あ
り
ま
し
た
。

　
冷
川
の
新
た
な
治
水
対
策

　
　
　
　
住
民
に
丁
寧
な
説
明
を

　

富
山
市
南
部
地
域
を
流
れ
る
冷
川
。浸

水
被
害
が
た
び
た
び
発
生
し
、
住
民
と
と

も
に
赤
星
ゆ
か
り
富
山
市
議
な
ど
が
、
県

に
繰
り
返
し
対
策
を
求
め
て
き
ま
し
た
。

県
が
新
年
度
、
新
た
な
改
修
計
画
を
実
施

す
る
こ
と
に
な

り
喜
ば
れ
て
い

ま
す
。

　

ひ
づ
め
県
議

は
、
住
民
へ
の
丁

寧
な
説
明
と
、
事

業
の
進
捗
を
求

め
ま
し
た
。

  

県
営
住
宅

　
　
下
水
管
の
大
規
模
清
掃
は

　
　
　
　
　
県
の
責
任
で
実
施
を

　

県
営
住
宅
の
老
朽
化
が
進
ん
で
い
ま

す
。下
水
管
の
つ
ま
り
が
多
発
し
、
県
が

業
者
に
よ
る
「
高
圧
洗
浄
」
を
入
居
者
負

担
で
実
施
す
る
よ
う
求
め
て
い
る
こ
と

に
、
入
居
者
か
ら
疑
問
の
声
が
あ
が
っ
て

い
ま
す
。県
の
責
任
で
管
理
、
清
掃
す
る

よ
う
求
め
ま
し
た
。

自営業主の減少率が、全国ワースト１位の富山県(’07～’17年)

新年度県予算案
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県土整備
観光委員会
2/21.3/23

3/24
請願意見書

本来の「地方創生」めざして
      　 地域循環型経済への探求を

消費税増税対策もなく、
　　小中学校教職員も減らす

日本共産党・津本県議が反対討論
　日本共産党は、2020年度県一般会計
予算案の問題点として、主に次の点を
指摘しました。

①消費税増税による景気後退を軽視
　し、県民の暮らしの負担軽減や福祉
　充実の視点が薄いこと。
②教職員の多忙化が深刻なのに、小中
　学校の教職員定数を32 人減らすこ
　と。

畜産農家を訪れて、豚コレラ（豚熱）対策の
現状や、新型コロナ対策などについて要望
をうかがう（3/8　津本県議、境欣吾砺波市
議らと）

県内観光業への地元調達のための支援を要望
（2019 年 8月立山黒部アルペンルートで現地
調査）

ひづめ県議が提言

③水道水に使われていないのに境川
　ダム建設費が、西部４市の水道料　
に上乗せされていること。
④庄川の治水にとって利賀ダム建設
　の効果はきわめて限定的であり、　
ダム湖の建設は地滑り対策にも逆　
行すること。
　３／24本会議では、社民党も反対討
論をしました。

富山県の自営業主の
減少率（’07～’17）

就業構造基本調査

△44％
△44％
△37％

農林業
製造業
卸・小売業

合   計 △32％

内訳

…


